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消費税率5%→8%引上げ時の影響① 

「医療機関における消費税に関する調査結果」(2015.2.27日病協代表者会議資料より) 
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消費税率5%→8%引上げ時の影響② 

• 介護療養病床における業界全体での調査がないため、医療法
人社団永生会の介護療養病床(162床)の事例を紹介する。介
護療養病床の場合、医療機関の間で診療方法等に大差はなく、
平均的なケースと言える 

• 消費税率5%→8%引上げによる控除対象外消費税の増加分(平
成26年度)は7,520,626円 

 

 

 

 

 

• 一方、介護報酬改定による消費税対応分相当額は6,538,726円
であり、補填率は86.9%となった 

 

a課税仕入高 268,517,055円 平成26年度実績値 

b消費税額 21,481,364円 a×8% 

c課税売上割合 6.64% 平成26年度実績値 

d控除対象外消費税 20,055,001円 b×(1-c) 

d3%相当分 7,520,626円 d×3/8 
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介護療養病床を巡る動き 

• 平成18年、医療保険制度改革において、介護療養病床の平成23
年度末での廃止を決定 

• 介護療養病床の老健施設等への転換が進んでいない状況を踏
まえ、転換期限を平成29年度末まで6年延長 

• 介護療養病床を含む療養病床の在り方をはじめ、具体的な改革
の選択肢の整理等を行うことを目的として、療養病床の在り方等
に関する検討会を開催 

• ① 医療機能を内包した施設類型 （患者像に併せて柔軟な人員
配置、財源設定等ができるよう、２つのパターンが想定される）、
② 医療を外から提供する、「住まい」と医療機関の併設類型 (医
療機能の集約化等により、医療療養病床20対１や診療所に転換、
残りスペースを居住スペース) 

• 今後、介護療養病床の改築等の設備投資が増加、つれて消費税
負担も増嵩する公算が大きい 
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医療介護に係る消費税問題の基本認識① 

• 適正に医療を行うためには病院の安定した経営基
盤が必要である 

• 消費する物品等にかかる消費税であり、不動産に
消費税がかかるのは大変おかしい 

• 土地の売買・賃貸は無税であるのに対し、建築物
は同じく不動産でありながら消費税がかかる 

• 建物はすでに、不動産取得税4％、消費税8％
(→10％)、固定資産税1年で1.7％(20年で34％、
40年で68％)、建物を建築して40年間で不動産価
値の実に80％以上の税金を支払っている 
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医療介護に係る消費税問題の基本認識② 

• 消費税創設以来、今日まで続く消費税問題につい
て、病院は極めて深刻な問題と捉えている 

• 平成29年4月より、消費税率10％への引き上げが予
定されるなか、病院における運営資源の中で特に
施設整備に係る負担の増大は顕著である 

• 施設整備に係る消費税負担が病院経営に与える影
響を鑑みた早急な対応策の議論が必要 
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2014.5.21 公益社団法人日本医師会副会長 今村聡先生資料より 
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2014.5.21 公益社団法人日本医師会副会長 今村聡先生資料より 

8 



資産に係る控除対象外消費税負担の考え方 

• 病院･福祉施設（国土交通省調査：平成25年度）の工
事実績は官民合 計で約３兆円、消費税額は税率10%
で3,000億円なので、資産に係る控除対象外消費税負
担額2,850億円（課税売上割合5%として計算）が発生し
ていると推察できる 

• 建築資金の高騰が続くなか、29年4月の消費税率引き
上げは、多額の資産に係る控除対象外消費税負担額
が生じ、“地域包括ケアシステム”や“地域医療構想”
の円滑な運用に対して、大きな阻害要因となる 
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Ⅱ．公共機関からの受注工事（1件５００万円以上の工事）
　　　　　　　　　Ⅱ－２．　１）発注機関別・目的別工事分類別請負契約額 平成25年 4月    ～    平成26年 3月分

（単位：百万円，％）

合　　計 国の機関 地方の機関

前年比 国
独立

行政法人
政府関連企業

等
都道府県 市区町村

地方
公営企業

その他

 T 合計 15,607,568 21.5 5,684,722 3,466,774 698,152 1,519,796 9,922,846 3,938,083 4,728,179 880,369 376,215

 1 治山・治水 1,845,893 27.5 731,976 684,211 9,345 38,420 1,113,917 994,294 107,761 11,102 760

 2 農林水産 754,280 2.5 194,009 176,402 5,338 12,270 560,270 397,475 142,983 19,812

 3 道路 4,434,773 24.0 2,415,622 1,585,842 15,085 814,696 2,019,151 1,223,614 738,910 28,021 28,605

 4 港湾・空港 643,846 25.7 344,040 288,274 5 55,761 299,807 236,817 46,572 7,958 8,459

 5 下水道 1,051,193 8.5 95,817 3,923 91,894 955,376 119,498 508,879 316,165 10,834

 6 公園 323,571 3.6 31,242 8,267 15,895 7,080 292,329 58,246 230,456 1,963 1,664

 7 教育・病院 2,522,807 20.3 681,518 68,747 221,387 391,384 1,841,288 329,450 1,408,047 54,608 49,183

 8 住宅・宿舎 525,240 50.0 142,847 47,918 84,215 10,714 382,393 144,319 188,155 4,800 45,119

 9 庁舎 695,551 79.1 171,663 126,592 10,689 34,382 523,889 130,075 335,488 15,262 43,063

10 再開発 110,021 1,457.2 118 118 109,903 104,512 4,900 491

11 土地造成 307,372 105.9 119,693 5,113 113,917 664 187,679 17,286 156,025 1,845 12,523

12 鉄道・軌道 246,824 ▲ 4.7 179,339 164,961 14,378 67,485 67,401 84

13 郵便 18,632 ▲ 60.3 18,632 164 18,468

14 電気・ガス 25,405 67.7 2,612 2,612 22,793 22,793

15 上・工業水道 652,784 6.8 11,023 11,023 641,761 51,298 246,113 327,840 16,511

16 廃棄物処理 337,996 ▲ 16.5 1,795 1,694 101 336,201 19,390 190,493 8,665 117,653

17 その他 1,111,380 15.6 542,776 475,245 40,558 26,973 568,604 111,808 423,397 11,945 21,454

災害復旧（再掲） 1,122,966 0.1 301,559 208,394 54,185 38,980 821,406 496,721 319,331 4,085 1,269

維持補修（再掲） 2,219,192 37.5 711,265 418,933 47,693 244,638 1,507,928 576,140 704,893 132,477 94,417

うち、病院施設分は 
約70％：1.76兆円 

国土交通省 公的機関の病院工事請負契約額（25年度） 
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1.29兆円 

国土交通省 民間病院の工事請負契約額（25年度） 
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地域医療崩壊の危機 

• 病院は民間といえども、地域に許可された病床を運営してい
る「社会的医療資源」であり、医師個人だけのものではない 

• このまま消費税が10～20％になれば、民間病院は病院のリ
ニューアルは不可能であり、医療資源は廃墟となる。日本の
70％以上の医療を担う民間病院の廃退は国民の健康な生
活を奪う 

• 病院建築に対して何らかの緊急財源出動をしなければ日本
の医療は亡ぶ 

• リニューアルの遅れている病院に明日はない。消費税増税、
建築費高騰、診療・介護報酬減算、人件費上昇等により、今
さら建て替えはできない 

• さりとて、じっと何もしなければじり貧となる。しかし無理に投
資しても予後は不良と考えられる 
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資産に係る控除対象外消費税負担の対応 

• 建物・大型医療機器等に係る多額の控除対象外消
費税負担額について、非課税申請返還方式（予算
措置による補助金方式）など負担軽減策を行う こと 

• 公的病院に対して行われている多額の補助金等を
見直し、民間への投資を行って、その活力を引き出
すこと 
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